
区分 事業内容 番号 事　　業　　名

1
「こども家庭センター」を設置、妊娠出産から子育てまでの切れ目ない総合
的な相談支援体制の充実

2
伴走型相談支援の充実（産前産後のサポート事業、産後ケア事業、出産子育
て応援給付金事業など）

3 特定不妊治療助成事業の拡充

4 不妊に対する相談体制整備と情報提供

5 ホームページ、SNSなどを活用した効果的な情報発信

6
移住定住支援事業（若者世帯、子育て世帯の住宅購入に関する支援、町外か
ら本町に転入する若者世帯に対する支援）

7
県・周辺自治体や企業等との連携により、結婚につながる出会いや交流の場
づくりに対する支援（広域的な取組み）

8 民間団体等との協働による婚活事業の実施

9 若者世代の仲間づくり・交流を促進する事業の実施

10
婚活サポート事業(結婚相談所入会費や相談所を通じて結婚した人への補助
金)の実施

11 結婚を希望する人の婚姻を促進する婚活サポーターの設置

12 屋内遊戯場を活用した子育て支援

13 サード（学びと交流の場）

14 地域ぐるみでの見守りとSOSへの気づきの啓発

15 要保護児童対策協議会の枠組みを活用した見守りネットワークの強化推進

16 地域での子どもの学びと交流の場づくり

17 子育てボランティアの要請と活動支援

18 幼児教育・保育の無償化

19 保育料等の軽減事業

20 放課後児童クラブ利用料の負担軽減

21
ひとり親家庭への支援（医療給付制度、生活応援給付金、こども家庭福祉相
談）

22 学用品費、給食費等の就学に必要な費用の援助

23 延長保育、一時預かり、病児保育など多様な保育サービスの提供

24
子育てに関する適切な情報提供、子育て支援センターの充実等、子育てサー
ビスの向上

25
放課後児童健全育成事業や放課後こども教室など家庭に代わる生活の場の充
実

26
ひとり親家庭に対する就業支援や経済的支援、子育て・生活支援、学習・進
学支援などの総合的な提供

27 育児休業、産後パパ育休取得の促進

28
社会の変化に対応、主体的に生きる力を育む教育の推進（環境教育、国際理
解教育、情報教育など）

29 ICTを活用した教育の推進

30 子どもたちに力をつける「探求型学習」の充実

31 ねらいを明確にした総合的な学習時間の充実

32 地域における子どもたちの活躍の場の創出

33 地域と連携したキャリア教育、起業家教育の推進

たかはた未来創生推進事業

「たかはた」
の未来を担う
若者応援事業

　人口減少を克服
するキーパーソン
であるこの町の未
来を担う若者が、
この町で暮らし続
け、結婚を望み、
安心して子どもを
生み育てられるよ
うな環境整備が必
要である。
　若い世代の経済
的安定を図るとと
もに、妊娠・出
産・子育ての切れ
目ない支援や教育
環境の充実を図
る。
　また、仕事と子
育て・介護を両立
しながら、男性も
女性も地域社会で
活躍でき、豊かな
社会生活を送るこ
とができるよう支
援を行う。



区分 事業内容 番号 事　　業　　名

たかはた未来創生推進事業

34 次世代経営人材の確保及び育成

35 町公式SNSを活用した情報発信強化

36 たかはた産つや姫・雪若丸の販売強化

37 スマート農業への支援

38 農業基盤整備事業、農業施設整備及び農機械導入事業

39 農地中間管理事業（農用地等の効率的利用の促進、生産性の向上）

40 農業経営基盤強化促進法に基づく地域計画策定

41 中小企業等設備投資補助事業の活用

42 融資・保証料補給制度の周知・活用

43 魅力ある商店・商店街づくりに対する支援

44 事業者マッチング・地域間連携への支援

45 関係認証（ISO、GAP、HACCP、有機JASなど）取得への支援

46 新ビジネス・創業支援補助事業

47 デジタルポイントサービスへの支援

48
高畠町産業振興センター及び熱中小学校での取組みにおける起業・創業への
支援

49 高畠町商工会やJA山形おきたまと連携した、相談体制の強化

50 経営体事業継承や事業創出支援事業

51 農林漁業成長産業化ファンド

52 次世代リーダー経営人材育成塾事業

53 ふるさと納税返礼品登録商品の収集

54 産地交付金

55 人・農地プラン、基盤法に基づく地域計画策定

56 ビジネスマッチング事業（需要、供給）

57 地産地消推進事業

58 知的財産（特許、商標等）取得支援事業

59 たかはたブランド商品の認証

60 タウンプロモーション

61 商品開発や新規参入、協働事業の支援（産学官金連携）

62 創業に関する相談受付

63 起業・創業に関する情報の提供と発信

64 高畠町商工会と連携した支援体制の構築

65 起業・創業セミナーの開催

66 高畠コワーキングスペースの運営

67 金融機関との連携、融資制度の創設

68 創業後のフォローアップ事業の実施

69 国、県などの支援情報の収集及び発信

70 高畠町商工会や高畠町雇用対策協議会と連携した町内企業への啓

71 労働環境の改善に関する支援情報の収集及び発信

72 男女共同参画の推進

73 ワーク・ライフ・バランスの推進

74 高齢者や障がい者の就労支援の実施

75 創業支援施策の強化

76 創業者働き方に関する相談受付

77 労働関連認証の取得企業の優遇措置

78 小中高校生への職業体験事業（WAKU WAKU WORK）の実施

79 町内企業説明会の実施

80 県立高畠高等学校が行う企業見学会への支援

81 インターンシップの推進

82 インターネットなどを活用した企業情報の発信

83 求人情報・内職情報の提供

84 職業訓練情報などの収集及び発信

85 創業・起業セミナーの開催

「たかはた」
の資源を活か
した産業・雇
用創出事業

　新たな仕事や雇
用の創出による地
域経済の活性化
や、若者世代の多
様な求職ニーズに
あった雇用の確保
やＵＩＪターンに
よる就労促進に向
けた事業に取り組
むとともに、ＩＣ
Ｔ産業の推進や最
新技術を活用し新
たな「しごと」の
創出に結びつく取
り組みを積極亭に
支援する。
　農地集積や耕作
放棄地の再生や、
高畠町の特色や強
みを活かした産業
の活性化や付加価
値の向上を図り、
農業の成長産業化
を推進するととも
に、観光資源、観
光サービスのさら
なる磨き上げを行
い魅力ある地域産
業の確立をめざ
す。
　多様な知識経験
を有する人材の都
市圏からの還流を
進めるとともに、
地域の若者との交
流による新たな
「しごと」創出
や、サテライトオ
フィス等を活用し
た都市圏から町内
へ企業等を誘致す
ることで、高畠町
に居ながらでも自
らの望む仕事がで
きるような環境を
整備する。
　若者、女性、健
康な高齢者、障が
い者等がそれぞれ
の能力を十分発揮
し活躍できる地域
づくりを進め、地
域産業の振興に積
極的に関わること
ができるよう支援
する。



区分 事業内容 番号 事　　業　　名

たかはた未来創生推進事業

86 橋梁の老朽化対策事業

87 高畠町水道施設耐震化計画の策定

88 公共施設等総合管理計画の推進

89 安全な通学路対策

90 住まいに関する情報提供

91 高畠町定住促進事業

92 高畠町住宅リフォーム支援事業

93 木造住宅耐震改修事業

94 高畠町空き家バンク事業

95 高畠町危険空き家等除去事業

96 国や県の支援事業の活用促進

97 都市公園整備事業

98 雪対策交付金事業を活用した克雪対策事業

99 町道除排雪事業

100 行政と町民との協働による除雪等の体制づくり

101 安全な雪下ろしや除雪作業の普及啓発

102
自主防災組織と連携した地域の防災力の向上（活動支援、防災訓練（避難訓
練）の実施など）

103 消防団員の確保

104 福祉防災マップづくりの推進

105 防災や減災を学ぶ機会の提供

106
避難行動要支援者が安全に避難できるしくみづくり（個別避難計画の理解促
進、研修会や訓練の実施）

107 自主防災組織の設立推進と日常の声掛けや見回りが行われる環境の充実

108 住民同士による地域状況や生活課題の共有と解決に取組む体制づくり

109 自治会などへの加入の促進と自主的な活動の支援

110 研修会等の開催によるリーダー育成

111 幼少期からの福祉教育や生涯学習

112 地域の元気な高齢者が互いに支え合う地域づくり

113 ボランティア活動を始めたい人への情報提供と担い手の育成　

114 企業が協働しやすい環境づくり

115
幅広い年代に対するボランティア教育・講座への支援、体験学習の機会の提
供

116 コーディネート機能の充実支援

117 地域で活動する各種団体や人材のネットワーク化

118 マッチング機会の提供

119 有償ボランティアの仕組みづくりや世代別にできるボランティアの検討

120 高齢者世帯の見守り活動の推進

121 あんしん見守りネットワークの活用

122 食事配達時の安否確認

123 福祉防災マップを活用した地域での見守り

124 町民主体の生活支援・家事支援のしくみづくり

125 デマンド交通、町民主体の移動支援

126 専門職による支援の充実

127 介護予防・日常生活支援総合事業の実施

128 多様な担い手によるサービスの創出

129 24時間365日対応できる在宅療養体制づくり、広域連携

130 町民への在宅医療、看取りに関する普及啓発

魅力的で持続
可能な「たか
はた」らしい
環境の実現事

業

人口減少社会に
あったまちづくり
を考えるに、広
く、「人と人」、
「地域と地域」と
をつなぎ、連携す
ることが重要と
なってくる。
　また、住み慣れ
た地域で安心した
生活を送るには、
これまで以上に地
域コミュニティの
充実を図ることは
もとより、「家
族」や「地域」で
の「支え合い、助
け合う」という役
割を見つめなお
し、子育てや介護
等について、住民
主体の自立的な地
域づくりを行う。
　若者から高齢者
まで、誰もが主役
となり活躍できる
持続可能な町づく
りを推進する。
　公共施設のあり
方の検討や必要な
施設の整備と既存
施設の統廃合を計
画的に進め、公共
施設における民間
資金の導入や民間
ノウハウの活用の
検討を推進する。
　空き家等の利活
用、空き家物件等
に関する流通、
マッチングなど地
域住民、事業者等
の協力を得ながら
推進していく。
　地域における防
災体制を強化し、
気候変動に起因す
る自然災害に対応
するため、危険個
所や被害想定の把
握に努め、水害、
雪害等の対策を講
じていく。



区分 事業内容 番号 事　　業　　名

たかはた未来創生推進事業

131 権利擁護成年後見制度の普及啓発及び利用促進

132 多職種による検討会の開催、困難ケースの解決

133 認知症サポーター養成講座の開催

134 認知症初期集中支援

135 見守りネットワーク協力機関の拡大

136 地域包括支援センターの相談体制の強化

137 家族介護者交流会

138 介護講習会の開催

139 紙おむつ券給付による経済的支援

140 認知症カフェの開催

141 チームオレンジの設置

142 町虐待防止ネットワークによる情報共有、早期発見

143 関係者の対応力向上のための研修会の開催

144 見守りネットワーク協力機関の拡大

145 ネット・ゼロエネルギーハウス（ZEH）の普及啓発

146 省エネルギー設備・再生可能エネルギーの導入支援

147 公共施設への省エネルギー設備・再生可能エネルギーの導入

148 企業への設備導入補助等の情報提供

149 エネルギーの地産地消の推進

150 文化遺産の保存、整備

151 遺跡看板等の設置

152 町民講座、歴史体験学習講座の開催

153 資料館の専門講座、セミナーの開催

154 学習サークル（古文書愛好会、文化財保護会）主催学習会の支援

155 文化遺産を保存、伝承する団体の支援

156 観光地学習会の開催

157 生業、産業のあゆみの調査研究と公開

158 関連事業における歴史、文化遺産の裏付け検証事業

159 山形ふるさと塾の推進

160 利用しやすい郷土資料館の運営とPR

161 ワンストップ窓口システムの実施

162 本人確認業務サポートシステムの実施

163 オンライン申請システムの実施

164 公共施設オンライン予約システムの実施



区分 事業内容 番号 事　　業　　名

たかはた未来創生推進事業

165 町の観光特設サイトの充実

166 SNSを活用した観光情報の発信

167 町ホームページの見直し

168 町外でのプロモーション事業の拡大

169 全国･海外に向けたシティプロモーションの展開

170 観光コンテンツの選択、磨き上げ

171 インバウンド受入れ事業の拡大

172 自転車イベントの充実

173
「熱中小学校プロジェクト」が実施する大人の社会塾等の交流事業への支援
の拡充

174 町外の子どもたちを対象とした農村交流事業

175 体験型観光プログラムの開発と受け入れ環境整備

176 体験交流型ツーリズム事業

177 身体を動かすスポーツ型イベントの拡充

178 首都圏の大学等のフィールドワーク受入事業

179 国際交流事業やインバウンド事業の推進

180 町外自治体・地域・企業と連携した事業の推進

181 ふるさと納税の拡大

182 企業版ふるさと納税の拡大

183 移住･定住についての情報発信

184 移住・定住者向けの総合窓口の設置

185 移住コーディネーターの創設

186 移住・定住イベントへの出展

187 移住希望者を対象とした個別対応の推進

188 高畠町での暮らしをイメージできるツアーの実施

189 移住・定住に係る制度の充実と周知活動

190 幼稚園や小学校、中学校等への体験入学の実施

「たかはた」
への多彩なひ
との流れをつ
くる交流事業

　首都圏から２時
間強（山形新幹
線）という「地の
利」を活かし、多
くの人々が足を運
び、再び訪れ、定
住したくなるよう
なまちづくりを行
い、町の魅力を発
信し、交流・関係
人口の拡大を図
る。
　人口減少の要因
となっている、流
出人口の抑制のた
め、この地域で生
まれ育った若者が
地元に根付き、ま
た回帰できる様な
支援を行い、首都
圏からの新しい
「人の流れ」を創
り、地域経済とそ
れを支える地域社
会の活性化を図
る。


